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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】交流モータの駆動範囲を広げるためには，非同
期PWM制御の対応，および，キャリア周波数の上限を高
周波化させるため，交流モータを過変調域で駆動した際
に生じる高調波損失を低減あるいは最小化することであ
る。
【解決手段】変調率が1以上の所定の値に達した場合，
最終補正信号波を0から前記同期補正信号に切り換える
第二変調モード判定部と、前記変調率が1以上の所定の
値に達した場合，最終振幅を前記第一振幅から固定振幅
に切り換える第三変調モード判定部と、を備えることを
特徴とするモータ制御装置。
【選択図】図１



(2) JP 2017-169295 A 2017.9.21

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
　直流電圧によって正規化される変調率に基づいて第一振幅を演算する振幅演算部と、
　電圧位相および前記第一振幅に基づいて信号波を生成する信号波生成部と、
　基本波周波数に基づいてベース数およびキャリア周波数を演算する周波数演算部と、
　前記キャリア周波数に基づいてキャリア波を生成するキャリア波生成部と、
　前記信号波と前記キャリア波を比較し，ゲート信号を出力するPWM制御部と、
　前記ゲート信号に基づいてスイッチング素子を制御し，パルス電圧を出力するインバー
タと、を備えるモータ制御装置において，
　前記キャリア周波数と前記基本波周波数の比であるベース数およびパターンに基づいて
補正キャリア周波数を演算する周波数補正部と、
　前記ベース数に基づいて前記パターンを演算するパターン判定部と、
　前記変調率が1以上の所定の値に達した場合，最終キャリア周波数を前記キャリア周波
数から前記補正キャリア周波数に切り換える第一変調モード判定部と、
　前記変調率，前記電圧位相および前記ベース数に基づいてパルス数，ゼロクロス補正量
およびピーク補正量を演算する補正量演算部と、
　前記パルス数と前記補正キャリア周波数と前記パターンおよび前記基本波周波数に基づ
いてゼロ保持位相，ゼロクロス位相およびピーク位相を演算する同期補正位相演算部と、
　前記ゼロ保持位相，前記ゼロクロス位相，前記ピーク位相，前記ピーク補正量，前記ゼ
ロクロス補正量および前記電圧位相に基づいて同期補正信号を生成する補正信号生成部と
、
　前記変調率が1以上の所定の値に達した場合，最終補正信号波を0から前記同期補正信号
に切り換える第二変調モード判定部と、
　前記変調率が1以上の所定の値に達した場合，最終振幅を前記第一振幅から固定振幅に
切り換える第三変調モード判定部と、を備えることを特徴とするモータ制御装置。
【請求項２】
　請求項1に記載するモータ制御装置において，
　前記補正量演算部は，
　前記変調率と前記ベース数に基づいて，前記パルス数および，下記数式の高調波損失を
低減あるいは最小化するような前記制御角を演算する制御角演算部と、
　前記ベース数に基づいて前記パターンを判定する第二パターン判定部と、
　前記パルス数と前記制御角と前記変調率に基づいて前記ゼロクロス補正量を演算するゼ
ロクロス補正量演算部と、
　前記変調率に基づいて前記ピーク量補正部を演算するピーク補正量演算部と、を備える
ことを特徴とするモータ制御装置。
【数１】

　ただし，λ：損失係数 n：高調波次数 Vn：高調波電圧
【請求項３】
　請求項1に記載するモータ制御装置において，
　前記ゼロクロス補正位相は，前記パルス電圧が前記電圧位相0,180degから各々±38deg
以内でオン動作およびオフ動作するように演算され，
　前記ピーク補正位相は，前記電圧位相90,270degから各々±5deg以内でオフ動作するよ
うに演算されることを特徴とするモータ制御装置。
【請求項４】
　請求項1に記載するモータ制御装置において，
　前記ゼロクロス補正量は，前記変調率が1.22より小さい場合，前記変調率が変化しても
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前記変調率に依らず演算され，
　前記電圧位相0,180degから各々±38deg以内の領域で前記パルス電圧がオン動作および
オフ動作するタイミングが一致するように演算されることを特徴とするモータ制御装置。
【請求項５】
　請求項1に記載するモータ制御装置において，
　前記ピーク補正量は，前記変調率が1.22より小さい場合，前記変調率に基づいて，前記
パルス電圧が前記電圧位相90,270degから各々±5deg以内でオフ動作するように演算され
ることを特徴とするモータ制御装置。
【請求項６】
　請求項1に記載するモータ制御装置において，
　前記ゼロクロス補正量は，前記変調率が1.22より大きい場合，前記変調率に基づいて演
算され，
　前記ピーク補正量は，1に設定されることを特徴とするモータ制御装置。
【請求項７】
　請求項1に記載するモータ制御装置において，
　前記キャリア波が前記基本波周波数に依らず固定値である場合， 
　前記ベース数および前記パルス数Pnに基づいて，第二ゼロ保持位相β02，第二ゼロクロ
ス位相β12および第二ピーク位相β22を演算する非同期補正位相演算部16を備え，
　前記第二ゼロ保持位相，前記第二ゼロクロス位相，前記第二ピーク位相β22，前記ゼロ
クロス補正量A1，前記ピーク補正量Amおよび電圧位相θ*に基づいて，非同期補正信号を
生成する補正信号生成部を備えることを特徴とするモータ制御装置。
【請求項８】
　請求項7に記載するモータ制御装置において，前記制御角は，前記信号波の周期と前記
キャリア波の周期の最小公倍周期を基準とした下記数式を低減あるいは最小化するように
演算されることを特徴とするモータ制御装置。
【数２】

【請求項９】
　請求項1～請求項8のいずれか１項に記載するモータ制御装置を備え，
　トルク指令あるいは周波数指令に基づいて前記基本波周波数および前記変調率を演算す
るベクトル制御部およびV/f制御部と、
　前記ベクトル制御部と前記V/f制御部を切り換える制御選択部と、
　前記トルク指令および前記周波数指令を切り換える制御モード切り替え部と、
　前記基本波周波数に基づいて前記電圧位相を演算する位相演算部と、を備えることを特
徴とするモータ駆動システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明は，高調波損失を低減するためモータ制御装置および駆動システムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　インバータを用いたPWM制御によるモータ駆動システムにおいて，各種損失の低減が望
まれている。損失は，モータに発生する損失(以下，モータ損失)と，インバータで発生す
る損失(以下，インバータ損失)に分けられる。モータ損失は，基本波成分に起因した損失
(以下，基本波損失)と，高調波成分に起因した損失(以下，高調波損失)がある。インバー
タ損失は，スイッチング素子のオンオフ動作に起因する損失(以下，スイッチング損失)と
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，スイッチング素子の導通時に発生する損失(以下，導通損失)がある。
【０００３】
　基本波損失は，インバータによる可変速駆動を採用することによって，商用電源による
一定速駆動に比べて低減される。しかし，スイッチング動作により電圧・電流が歪み，高
調波成分が発生するため，高調波損失が増加する。高調波成分および高調波損失は，イン
バータのキャリア周波数の向上により低減できる。しかし，同時にスイッチング損失が増
加するため，キャリア周波数を増加せずに高調波損失を低減することが望まれる。特に，
過変調域でモータを駆動すると，高調波成分および高調波損失が顕著に増加することが知
られており，その低減が望まれている。
【０００４】
　特許文献1は，鉄道向け同期PWM制御の技術であり，過変調域で発生する高調波損失低減
のため，基本波位相のゼロクロス点(0,180deg)およびピーク点(90,270deg)近傍でパルス
電圧が1回以上オンまたはオフ動作させ，その他の位相領域ではオンまたはオフ状態を保
持させている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開2015-053824
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　特許文献1の問題点は，同期PWM制御向けの手法であるため，非同期PWM制御には対応し
ていないことと，鉄道向けであるため，キャリア周波数の上限が低く，狭い範囲の駆動領
域でしか効果が表れないことである。
【０００７】
　過変調域の高調波損失を低減し，その効果が表れる駆動範囲を広げるためには，非同期
PWM制御の対応，および，キャリア周波数の上限を高周波化させる必要がある。
【０００８】
　そこで、本発明の課題は，交流モータを過変調域で駆動した際に生じる高調波損失を低
減あるいは最小化することである。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上記課題を解決するために、本発明は、一例として、変調率が1以上の所定の値に達し
た場合，最終補正信号波を0から前記同期補正信号に切り換え、前記変調率が1以上の所定
の値に達した場合，最終振幅を前記第一振幅から固定振幅に切り換える。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明により，インバータを用いて交流モータを過変調域で駆動した際に発生する高調
波損失を低減することができる。これにより，交流モータの高出力化あるいは冷却系の小
型化などの効果を得ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】本発明の実施例1の構成図
【図２】本発明の実施例1の要素
【図３】同期PWM制御のパルスパターン例
【図４】過変調域，変調域でのパルスパターン例
【図５】3次調波重畳方式のパルスパターンの例
【図６】高調波抵抗と高調波次数の関係
【図７】高調波電圧と高調波次数，高調波損失の関係
【図８】最適化されたパルスパターン例
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【図９】パルスパターンとキャリア波の関係
【図１０】変調率Kh*1.2，fc*=21f1*における3次調波重畳方式のパルスパターン
【図１１】変調率Kh*1.2，fc2*=33f1*における本実施例のパルスパターン
【図１２】変調率Kh*1.15-1.21，fc2*=33f1*における本実施例のパルスパターン
【図１３】変調率Kh*1.22-1.27，fc2*=33f1*における本実施例のパルスパターン
【図１４】本発明の実施例1の効果
【図１５】本発明の実施例2の構成図
【図１６】非同期PWM制御のパルスパターン例
【図１７】非同期PWM制御の基準周期
【図１８】本発明の実施例2の効果
【図１９】本発明の実施例3の構成図
【図２０】高調波損失の周波数依存性
【発明を実施するための形態】
【実施例１】
【００１２】
　図1～図14および図20を用いて実施例1を説明する。
【００１３】
　図1は，実施例1におけるモータ制御装置の構成図であり，図2はその要素である。イン
バータ2は，直流電圧VDCを任意の周波数に変換することで，交流モータ1を制御すること
ができる。交流モータ1は，パルス電圧(U相パルス電圧Vu，V相パルス電圧Vv，W相パルス
電圧Vw)が印加されることで，三相交流電流(U相電流Iu，V相電流Iv，W相電流Iw)が流れ，
駆動周波数fで駆動する。ここで，交流モータ1のU-V相の間にかかる電圧を，線間電圧Vuv
と呼ぶ。
【００１４】
　周波数演算部3は，基本波周波数f1*に基づいてキャリア周波数fc*，ベース数Bを演算す
る。ここで，ベース数Bとは，キャリア周波数fc*と基本波周波数f1*の比である。
【００１５】
　周波数補正部4は，ベース数BおよびパターンPに基づいて補正キャリア周波数fc2*を演
算する。
【００１６】
　第一変調モード判定部5は，変調率Kh*が1以上の所定の値に達した際，最終キャリア周
波数fc2**をキャリア周波数fc*から補正キャリア周波数fc2*に切り換える。
【００１７】
　キャリア波生成部6は，最終キャリア周波数fc**に基づいて，キャリア波Vc*を出力する
。キャリア波Vc*は，図3に示すような振幅1(直流電圧VDC/2で正規化)の三角波であり，電
圧位相θ*に依存した関数である。
【００１８】
　振幅演算部7は，変調率Kh*に基づいて第一振幅Amp1を演算する。
【００１９】
　第二変調モード判定部8は，変調率Kh*が1以上の所定の値に達した際，最終振幅Ampを第
一振幅Amp1から固定振幅Amp2に切り換える。
【００２０】
　信号波生成部9は，電圧位相θ*および最終振幅Ampに基づいて，信号波(U相信号波Vu*，
V相信号波Vv*，W相信号波Vw*)を出力する。信号波Vu*は図3に示すような正弦波であり，
電圧位相θ*に依存した関数である。
【００２１】
　補正量演算部10は，変調率Kh*，電圧位相θ*およびベース数Bに基づいて，パルス数Pn
，ゼロクロス補正量A1およびピーク補正量Amを演算する。
【００２２】
　パターン判定部11では，ベース数に基づいて，パターンPを判定する。ここで，パター
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ンPが1の時は，第一パターン，Pが2の時は，第二パターンとなる。
【００２３】
　同期補正位相演算部12は，パルス数Pn，パターンP，補正キャリア周波数fc2*および基
本波周波数f1*に基づいて，ゼロ保持位相β0，ゼロクロス位相β1およびピーク位相β2を
演算する。ここで，ゼロ保持位相β0は，キャリア波Vc*の1/4周期分の位相である。
【００２４】
　補正信号生成部13は，ゼロ保持位相β0，ゼロクロス位相β1，ピーク位相β2，ゼロク
ロス補正量A1，ピーク補正量Amおよび電圧位相θ*に基づいて同期補正信号Aを生成する。
同期補正信号Aは，電圧位相θ*に依存した関数である。
【００２５】
　第三変調モード判定部14は，変調率Kh*が1以上の所定の値に達した際，最終補正信号A*
を0から同期補正信号Aに切り換える。
【００２６】
　PWM制御部15は，最終補正信号A*を信号波Vu*, Vv*, Vw*に加算して得られる補正信号波
Vu2*, Vv2*, Vw2*とキャリア波Vc*を比較することで，ゲート信号Gun，Gup，Gvn，Gvp，G
wn，Gwvを生成し，それをインバータ2に出力する。インバータ2は，ゲート信号Gun，Gup
，Gvn，Gvp，Gwn，Gwvに基づいて，スイッチング素子をオンまたはオフ制御し，パルス電
圧Vu, Vv, Vwを交流モータ1に印加する。
【００２７】
　図2は，補正量演算部10の構成図要素である。制御角演算部10aは，変調率Kh*およびベ
ース数Bに基づいて，制御角αおよびパルス数Pnを演算する。
【００２８】
　ピーク補正量演算部10bは，変調率に基づいてピーク補正量Amを演算する。
【００２９】
　ゼロクロス補正量演算部10cは，パルス数Pnおよび変調率Kh*に基づいてゼロクロス補正
量A1を演算する。
【００３０】
　以上が，実施例1の構成図および要素の説明である。次に，PWM制御の動作原理について
説明する。
【００３１】
　PWM制御部15は，キャリア波Vc*の半周期毎に信号波Vu*, Vv*, Vw*の値を取得し，キャ
リア波Vc*と比較することで，ゲート信号Gun，Gup，Gvn，Gvp，Gwn，Gwvのハイもしくは
ローを決定する。インバータ2は，ゲート信号Gun，Gup，Gvn，Gvp，Gwn，Gwvのハイもし
くはローに応じてパルス電圧Vu, Vv, Vwを交流モータ1に出力する。例えば，図3の区間A
において区間A'は，信号波Vu*がキャリア波Vc*よりも大きいため，ゲート信号Gupがハイ
，Gunがローとなり，パルス電圧Vuはオンとなる。このため，パルス電圧Vu，Vv，Vwのパ
ルスの数は，キャリア波Vc*の1周期に1つしか配置されない。以下，パルス電圧Vu, Vv, V
wと電圧位相θ*の波形図をパルスパターンと呼ぶ。
【００３２】
　PWM制御は，同期PWM制御と非同期PWM制御がある。実施例1では，同期PWM制御について
記述する。同期PWM制御では，信号波Vu*とキャリア波Vc*の符号が切り替わるゼロクロス
点を図3のBに示す通り，一致させる。このため，キャリア周波数fc*は，周波数演算部3に
よって，基本波周波数f1*の整数倍となるように演算され，パルス電圧Vuは，信号波Vu*,V
v*,Vw*の周期T1に対して，周期波形となる。また，キャリア周波数fc*は，パルス電圧Vu,
Vv,Vwを対称に保つため，(数1)を満たすように演算される。
【００３３】
【数１】
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【００３４】
　ここで，Pnとは，基本波1周期当りのパルス電圧Vu，Vv，Vwのパルス数である。例えば
，図3(a)に示すパルスパターンのパルス数Pnは，9パルスである。また，fcmaxとは，同期
PWM制御が可能な最大キャリア周波数である。例えば，鉄道用インバータの最大キャリア
周波数fcは，数百Hz程度であり，汎用インバータの最大キャリア周波数fcmaxは，数kHz程
度である。最大キャリア周波数fcmaxより高いキャリア周波数fc*でPWM制御する場合は，
非同期PWM制御を用いる。以上が，PWM制御の動作原理である。
【００３５】
　次に，PWM制御の問題点である高調波損失Whについて説明する。PWM制御では，インバー
タ2のスイッチング素子のオンまたはオフ動作に伴い，電圧・電流に歪みが発生する。こ
の歪みは，図2(b)に示す高調波成分として表すことができ，これによって高調波損失Whが
発生する。特に，モータを過変調域で駆動すると，高調波成分および高調波損失Whは，顕
著に増加する。過変調域とは，変調率Kh*が1(p.u.)を超える領域のことであり，変調率Kh
*が1(p.u.)より小さい領域は，変調域と呼ばれる。図4に過変調域(Kh=1.24)および変調域
(Kh=0.6)でモータを駆動した時の波形図を示す。図4(a)の通り，過変調域のパルス数Pn(7
パルス)は，変調域のパルス数Pn(9パルス)より小さくなる。これは，図4(a)の区間Aに示
す電圧位相θ*=90deg近傍の信号波Vu*の大きさが，キャリア波Vc*の振幅，すなわち1p.u.
より大きくなるからである。この結果，高調波電圧Vnの実効値が増加し，高調波損失Whも
増加する。例えば，図4(b)に示すとおり，7次の高調波電圧Vnは，変調域でモータを駆動
した場合，高調波電圧Vn=0.105 p.u.となる。一方，過変調域でモータを駆動した場合，
その実効値は，高調波電圧Vn=0.258 p.u.となり，変調域でモータを駆動した場合に比べ
，およそ2倍となる。また，13次の高調波電圧Vnの実効値は，変調域でモータを駆動した
場合，0.008 p.u.となる。過変調域でモータを駆動した場合，その実効値は0.291 p.uと
なり，変調域でモータを駆動した場合に比べて，およそ30倍となる。このように，過変調
域では，信号波の振幅がキャリア波の振幅を越えるため，高調波電圧Vnの実効値が顕著に
増加し，高調波損失Whも増加する。ここで，高調波電圧Vnとは，パルスパターンにより決
定される高調波成分の実効値であり，パルス電圧Vu, Vv,Vwがオンからオフもしくはオフ
からオンに切り替わる位相α(以下，制御角α)に依存し，(数2)の通り表わされる。
【００３６】
【数２】

　ただし，n：高調波次数
【００３７】
　また，変調率Kh*も制御角αに依存し，(数3)の通り表わされる。
【００３８】

【数３】

【００３９】
　以上が，PWM制御の問題点である高調波損失Whの説明である。次に，過変調域の高調波
損失Wh低減のための従来手法について説明する。
【００４０】
　従来は，信号波Vu*, Vv*, Vw*に基本波周波数f1*の3倍の高調波成分を重畳する3次調波
重畳方式を利用していた。これに対し，信号波Vu*, Vv*, Vw*に正弦波を用いる方式を正
弦波方式と呼ぶ。3次調波重畳方式の波形図は，図5の通りである。3次調波重畳方式にお
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ける信号波Vu*, Vv*, Vw*の第一振幅Amp1は，変調率Kh*に基づいて (数4)の通り演算され
る。
【００４１】
【数４】

　ただし，Amax：振幅の最大値　Amin：振幅の最小値
【００４２】
　基本波周波数f1*の3倍の高調波成分を重畳するため，過変調域においても電圧位相θ*=
90degの信号波Vu*, Vv*, Vw*の大きさは，キャリア波Vc*の振幅，すなわち1p.u.より小さ
くなる。例えば，図5の拡大部Aの通り，変調率Kh*=1.15の場合，電圧位相θ*=90degにお
ける信号の大きさは0.85p.u.であり，キャリア波Vc*の振幅との差分は，0.15p.u.となる
。よって，3次調波重畳方式では，過変調域の高調波電圧Vnの実効値が正弦波方式に比べ
て低減する。ただし，変調率Kh*が1.15を越えると，図5の区間Aにおける信号波の大きさ
が，キャリア波Vc*の振幅，すなわち1p.u.よりの大きくなるため，高調波電圧Vnの実効値
が顕著に増加し，高調波損失Whも増加する。 
　以上が，変調域の高調波損失Wh低減のための従来手法の説明である。次に，高調波損失
Whと高調波電圧Vnの関係について説明する。
【００４３】
　高調波損失Whは，交流モータ1の磁石に発生する渦電流や電磁鋼板に発生するヒステリ
シス損などの総和であり，高調波電流Inの2乗に比例する。ここで，高調波電流Inは，(数
2)の高調波電圧Vnを用いて，(数5)の通り表わすことができる。
【００４４】
【数５】

　ただし，Z：交流モータ1のインピーダンス　L：交流モータ1のインダクタンス
【００４５】
　また，高調波損失Whは，高調波損失の周波数依存性を示す図20に示すように周波数の階
乗にも比例するため，(数6)の通り表わされる。
【００４６】
【数６】

　ただし，λ：損失係数
【００４７】
　(数2)を(数6)に代入すると，(数7)が得られ，高調波損失Whは，制御角αによって表わ
される。
【００４８】

【数７】

【００４９】
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　ここで，損失係数λとは，交流モータ1の高調波損失Whの特性を表す係数であり，交流
モータ1の高調波損失Whの要因（図20）によって，以下のように定まる。
【００５０】
　(1)λ = 0：周波数依存性がなく，銅損が要因となる場合
　(2)λ = 1：ヒステリシス損が主要因となる場合
　(3)λ = 2：渦電流損が主要因となる場合
　よって，損失係数λは， 0以上2以下の値となる。たとえば，高調波損失Whの主要因が
ヒステリシス損と銅損である場合，その損失係数λは0≦λ≦1の値となる。損失係数λが
0の場合，高調波損失Whは周波数依存性を持たないため，高調波電流Inと高調波損失Whは
，比例関係となる。よって，高調波電圧Vnを低減させることで高調波電流Inも低減し，結
果として高調波損失Whが低減される。しかし，高調波損失Whに周波数依存性がある場合，
損失係数λが0より大きくなるため，高調波抵抗nλと高調波次数nは，図6に示す関係とな
る。つまり，高調波次数nが高次になるほど高調波抵抗nλが大きくなるため，低次の高調
波電圧Vnよりも高次の高調波電圧Vnが，高調波損失Whに影響を与える。よって，高調波損
失Whは，図7のAに示す低次の高調波電圧Vnの増加を許容しても，図7のBに示す高次の高調
波電圧Vnを低減することで大幅に低減することができる。すなわち，損失係数λに合わせ
て高次の高調波電圧Vnの実効値を低減する必要がある。
【００５１】
　次に，パルスパターン最適化について説明する。高調波損失Whの周波数依存性を考慮し
てパルスパターンを決定するため，(数7)を最適化の目的関数とし，これを低減あるいは
最小化するような制御角αを演算する。ここで，(数3)より，変調率Kh*は，制御角αの影
響を受けるため，最適化の拘束条件となる。本実施例では，拘束条件である変調率Kh*は
，1.2で固定する。
【００５２】
　図8に損失係数λ=0.5で最適化したパルスパターンを示す。これらのパルスパターンは
，以下の特徴を有する。
(a) 最適化されたパルスパターンは，図8(a)に示す通り，パルス電圧Vuが電圧位相θ*=0d
egでオンするパターン，および図8(b)に示す通り，パルス電圧Vuが電圧位相θ*=0degでオ
フするパターンがある。以下，前者を第一パターンと呼び，後者を第二パターンと呼ぶ。
(b) 最適なパルスパターンは，図8の区間Aの通り電圧位相θ*=90degから±0.6deg以内で
オフとなる。
(c) 最適化されたパルスパターンは，電圧位相θ*＝0degより±22deg以内でパルス電圧Vu
がオン動作およびオフ動作する。
(d) 上記(a)-(c)以外の電圧位相θ*では，パルス電圧Vuはオンまたはオフで保持される。
【００５３】
　最適化されたパルスパターンをPWM制御に実装するためには，以下の制約が必要となる
。
(A)最適化されたパルスパターンは，図9(a)に示す通り，制御角αがキャリア波Vc*の1周
期に2つ以上配置され，キャリア波Vc*に対して対称でない。よって，図9(b)に示す通り，
制御角αは，キャリア波Vc*の1周期対し2つ配置され，かつ，キャリア波Vc*に対して対称
に配置される必要がある。
(B)(A)の制約を受けつつ，変調率Kh*の増加に対してパルス数Pnは変化させない。
【００５４】
　以上が，パルスパターン最適化についての説明である。
【００５５】
　本実施例では，周波数補正部4，補正量演算部10，同期補正位相演算部12および補正信
号生成部13を用いて，同期補正信号Aを生成し，上記の特徴(a)-(d)および制約(A)・(B)を
保持するパルスパターンをインバータ2に出力する。以下，その原理を説明する。
【００５６】
　特徴(a)より，第一パターン(パターンP=1)の場合，キャリア波Vc*は，(数8)の制約を受
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ャリア波Vc*は(数10)の制約を受ける。
【００５７】
【数８】

【００５８】
【数９】

【００５９】
【数１０】

【００６０】
　周波数補正部4は，ベース数BおよびパターンPに基づいて，(数8)または(数9)および(数
10)，(数1)の制約を満たすような補正信号fc2*を演算する。
【００６１】
　パルス電圧Vuは，制約(A)・(B)を満たした上で(b)-(d)を保持する。この特徴を保持す
るために，ゼロ保持位相β0は，(数11)に基づいて演算される。
【００６２】
【数１１】

　ここで，補正ベース数B2は，補正キャリア周波数fc2*と基本波周波数f1*の比である。
【００６３】
　また，ゼロクロス位相β1は， (数12)もしくは(数13)に基づいて演算される。
【００６４】
【数１２】

【００６５】
【数１３】

【００６６】
　ピーク位相β2は，(数14)の通り演算される。
【００６７】
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【数１４】

【００６８】
　変調率Kh*が1.22より大きい場合，ピーク補正量A1は，変調率Kh*に基づいて(数15)の通
り演算される。変調率Kh*が1.22より小さい場合，ピーク量補正量A1は，変調率Kh*に依存
せず，制御角αに基づいて(数16)の通り演算される。ここで，制御角αは，(数7)に基づ
いて，高調波損失Whを低減あるいは最小化するように最適化された値である。
【００６９】

【数１５】

【００７０】
【数１６】

【００７１】
　同期補正信号Aは，(数17)を満たすように生成される。
【００７２】

【数１７】

【００７３】
　電圧位相θ*が90-360(deg)における同期補正信号Aは，波形の対称性により決定される
。
【００７４】
　キャリア周波数fc*=1050Hz, 基本波周波数f1*=50Hz，変調率Kh*=1.2，1周期当りのパル
ス数Pn = 13，ベース数B=21の3次調波重畳方式の波形図を図10に示す。このパルスパター
ンを基に補正された本発明のパルスパターンを図11に示す。図11に示す補正後のパルスパ
ターンの各パラメータは，以下の通りである。
【００７５】
　・補正キャリア周波数fc2*=33×f1*
　・ピーク補正量Am=0
　・ゼロクロス補正量A1=0.1
　・パルス数Pn=13
　図11に示すパルスパターンの変調率Kh*を1.15-1.21まで変化させた際のパルスパターン
を図12に示す。これらのパルスパターンは，次の特徴を有する。
【００７６】
　・変調率Kh*が1.15-1.21の範囲において，電圧位相θ*=0deg近傍のパルス電圧Vuの制御
角αは等しい。
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【００７７】
　・変調率Kh*が1.15-1.21の範囲において，電圧位相θ*=0deg近傍のパルス電圧Vuは， 2
4deg以内でオン動作およびオフ動作する。ここで，実施例1で設計する全てのパルスパタ
ーンにおいて，電圧位相θ*=0deg近傍のパルス電圧Vuは，電気角38deg以内でオン動作お
よびオフ動作する。
【００７８】
　・変調率Kh*が1.15-1.21の範囲において，電圧位相θ*=90deg近傍のパルス電圧Vuは，
変調率Kh*の変化に応じて，1.6deg以内でオフする。ここで，実施例1で設計する全てのパ
ルスパターンにおいて，電圧位相θ*=90deg近傍のパルス電圧Vuは，5deg以内でオフする
。
【００７９】
　変調率Kh*が1.22より大きい場合のパルスパターンを図13に示す。本実施例では，変調
率Kh*が1.22より大きい場合，電圧位相θ*=90deg近傍のパルス電圧Vuをオンで保持する必
要がある。このため，ピーク補正量Amは1に設定される。
【００８０】
　本実施例の効果を図14に示す。ここで，高調波損失Whは，(数7)に基づいて，損失係数
λ=0.5として計算している。また，高調波次数nが200より大きい次数の高調波損失は，0
と仮定している。図14に示す通り，本発明のパルスパターンは，補正前のパルスパターン
に比べ，高調波損失Whを低減できており，その低減量は，最大で43%である。
【実施例２】
【００８１】
　図15は，実施例2の構成図であり，図21はその要素である。ただし，実施例1と同等の点
については省略する。
【００８２】
　キャリア波生成部3は，キャリア周波数fc*に基づいてキャリア波Vc*を出力する。非同
期補正位相演算部16は，ベース数Bおよびパルス数Pnに基づいて，第二ゼロ保持位相β02
，第二ゼロクロス位相β12および第二ピーク位相β22を演算する。
【００８３】
　補正信号生成部13は，第二ゼロ保持位相β02，第二ゼロクロス位相β12，第二ピーク位
相β22，ゼロクロス補正量A1，ピーク補正量Amおよび電圧位相θ*に基づいて，非同期補
正信号A2を生成する。
【００８４】
　以上が，実施例2の構成である。次に，実施例2の内容について説明する。
【００８５】
　実施例2では，非同期PWM制御における過変調域の高調波損失を低減する。非同期PWM制
御では，キャリア周波数fc*を基本波周波数f1*に依らず固定とする。このため，キャリア
波Vc*と信号波Vu*の符号が切り替わるゼロクロス点は，図16のBに示す通り，一致しない
。非同期PWM制御において，パルス電圧Vuは，信号波Vu*とキャリア波Vc*のゼロクロス点
が一致しないため，信号の周期T1に対して非周期波形となる。ただし，図17に示す通り，
信号波の周期T1と，キャリア波の周期Tcの最小公倍数である周期Tに対して周期波形とな
る。よって，実施例2では，高調波電圧Vnを最小公倍周期Tを基準に(数18)の通り求める。
【００８６】
【数１８】

【００８７】
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　よって，非同期PWM制御では，図16(b)に示す通り，基本波成分より低域にも高調波成分
が発生する。制御角αは，(数18)を(数6)に代入して得られる(数19)を低減あるいは最小
化するように演算される。また，(数19の拘束条件である変調率Kh*は，1.2に固定して演
算される。
【００８８】
【数１９】

【００８９】
　図18に実施例2の効果を示す。図18(a)および図18(b)では，従来手法と本発明において
，電圧高調波Vnの実効値が等しいにも関わらず，高調波損失Whを低減できている。また，
図18(c)および図18(d)において，電圧高調波Vnの実効値が増加しているにも関わらず，高
調波損失Whを低減できる。
【実施例３】
【００９０】
　図19は，実施例3の構成図であり，実施例1もしくは実施例2を搭載し，交流モータ1を駆
動する駆動システムである。
【００９１】
　実施例3では，コンピュータ17などの上位装置からトルク指令τ*もしくは周波数指令f*
が出力される。
【００９２】
　V/f制御部18およびベクトル制御部19は，トルク指令τ*あるいは周波数指令f*を基に基
本波周波数f1*と変調率Kh*を演算する。
【００９３】
　制御モード変換部20は，トルク指令τ*と周波数指令f*を切り替える。制御選択部21は
，V/f制御部18とベクトル制御部19を切り替える。
【００９４】
　位相演算部22は，基本波周波数f1*に基いて電圧位相θ*を演算する。実施例3で演算さ
れた基本波周波数f1*，電圧位相θ*および変調率Kh*は，実施例1もしくは実施例2のモー
タ制御装置に出力され，交流モータ1が駆動する。
【００９５】
　本実施例により，指令値をトルク指令τ*もしくは周波数指令f*およびベクトル制御部1
9もしくはV/f制御部18を任意に設定できる。
【符号の説明】
【００９６】
　1…交流モータ
　2…インバータ
　3…周波数演算部
　4…周波数補正部
　5…第一変調モード判定部
　6…キャリア波生成部
　7…振幅演算部
　8…第二変調モード判定部
　9…信号波生成部
　10…補正量演算部
　10a…制御角演算部
　10b…ピーク補正量演算部
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　10c…ゼロクロス正量演算部
　11…パターン判定部
　12…同期補正位相演算部
　13…補正信号生成部
　14…第三変調モード判定部
　15…PWM制御部
　16…非同期補正位相演算部
　17…コンピュータ
　18…V/f制御部
　19…ベクトル制御部
　20…制御モード切り替え部
　21…制御選択部
　22…位相演算部
　VDC…直流電圧
　Vu,Vv,Vw…U相パルス電圧，V相パルス電圧，W相パルス電圧
　Iu,Iv,Iw…U相電流，V相電流，W相電流
　Vu*,Vv*,Vw*…U相信号波，V相信号波，W相信号波
　Vu2*,Vv2*,Vw2*…U相補正信号波，V相補正信号波，W相補正信号波
　Vuv…線間電圧
　Vc*…キャリア波
　P…パターン
　A…同期補正信号，A*…最終補正信号
　A1…ゼロクロス補正量
　Am…ピーク補正量
　Vn…高調波電圧
　Guu，Gup…U相ゲート信号　　　　　　
　Gvu，Gvp…V相ゲート信号
　Gwu，Gwp…W相ゲート信号
　θ*…電圧位相
　f*…周波数指令
　τ*…トルク指令
　Kh*…変調率
　f1*…基本波周波数
　fc**…最終キャリア波周波数
　fc*…キャリア波周波数
　fc2*…補正キャリア波周波数
　Tc…キャリア波周期
　T1…信号波周期
　T…キャリア波と信号波の最小公倍周期
　In…高調波電流
　Z…交流モータのインピーダンス
　L…交流モータのインダクタンス
　λ…損失係数
　n…高調波次数
　Wh…高調波損失
　α…制御角
　β0…ゼロ保持位相
　β1…ゼロクロス位相
　β2…ピーク位相
　β02…第二ゼロ保持位相
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　β12…第二ゼロクロス位相
　β22…第二ピーク位相
　Amp1…第一振幅
　Amp2…固定振幅
　Amp…最終振幅
　fcmax…最大キャリア周波数
　Pn…パルス数

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】

【図７】
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【図８】 【図９】

【図１０】 【図１１】
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【図１２】 【図１３】

【図１４】 【図１５】



(19) JP 2017-169295 A 2017.9.21

【図１６】 【図１７】

【図１８】 【図１９】
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【図２０】
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